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大規模災害時における小児への

康

謙

〓
一

要旨 :未曾有の被害をもたらした東日本大震災から3年以上の年月が経過した。市街地の復1日 復興ととも

に周囲の関心は薄らぎ,記憶の風化が懸念されている。そのような中,災害時要援護者である子どもに対す
る歯科保健医療支援に関する研究・報告はあまり行われていないのが現状である。そこで本研究は,大規模

災害時の歯科保健医療支援体制構築に向けた小児への歯科保健医療支援の指針を示すために全国 29大学歯

学部及び歯科大学の小児歯科学講座に対して,東日本大震災時の歯科保健医療に関するアンケート調査を行
い,回答のあった 25講座 (回 答率 86%)についてその内容を分析 検討した。その結果.東 日本大震災時
の各大学小児歯科学講座が行った歯科保健医療支援活動を通じて,各々の講座が可能な限り被災地支援に携
わっていたことが明らかとなった。しかしながら,講座ごとに支援の内容や方法に関する判断が委ねられて
いるケースも多かったことから,大学小児歯科学講座がその特性を活かし,大規模災害時の子どもの歯科保

健医療支援・活動の拠点として機能するために全大学小児歯科学講座が共通して運用すべき災害時歯科保健

医療支援指針 (災害時における口腔保健指導方法・応急処置,歯科を通じた子どもの精神的フォロー,災害

時の要支援内容の発信手段など)が必要であると考えた。我々はアンケー ト調査の結果ならびに考察から
,

その指針 (案)を作成した。

Key words:歯 科保健医療支援,災害時要援護者,東 日本大震災

歯科保健医療支援体制構築に関する研究

大久保 孝一良|`J 中久木

渕 田 慎 也' 門 井

藤 田 茉衣子
け 横 山

緒  言

平成 23年 3月 11日 14時 46分 に宮城県牡鹿半島東南

東沖を震源として発生 した東北地方太平洋,||1地震 (東 日

本人震災)は 日本周辺における観測史 L最 大のマグニ

チュー ド9oを 記録 したヽ その被害は平成 26年 2月 13

日現在.死者 18,958人 .行方不明 2,655人 ,負傷者 6.219

人にも及んでいる).大
津波は未曽有の被害をもたらし,

水道・電気・ガス等のライフラインを寸円「させただけで

なく,流 i邑 を麻痺させたことによって各所で食品や医薬

品が欠乏する事態に陥った。発生直後,着の身着のまま

_2■ 東   雅 啓
2・

典=“ 槻 木 恵 -2・

菜・ 木 本 茂 成
2

の状態で避難 した人々は約 33万人に達 してお り',発生

から3年が経過 した今も被災 3県 (岩手県,宮城県,福
島県)の 自県外への避難者は合計で 56,557人 とされ・・

依然 として多 くの被災者が苦 しい生活を強いられてい

る.

大規模災害時においては i壁 薫[生 活を送る地域住民や

避難所で生活する人々に口腔内状況の悪化や義歯紛失・

不 i直 合といった問題が発生することが阪神・淡路大震災

以降数多 く報告されていが '=高齢者においては,急
激な環境の変化やi壁難生活の長期化が基礎疾患の憎悪を

招 き、劣悪な回腔内環境は誤嘩性肺炎のリスクを増大さ

r神
奈川歯科大学大学院歯学研究科口I空 機能成育歯科学講
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せる要因と考えられているFヽ
。高齢者に限らず乳幼児

も災害時要援護者であ り,歯科保健医療において対策が

検討 されて然るべ きであるが…、災害時要援護者に関

する研究・報告の中で,と りわけ子どもに対する歯科保

健医療支援を示 したものは少ない。

そこで我々は大規模災害時の歯科保 171医 療支援体制情

築に向けた小児への歯科保健医療支援の指針を示すため

に,全国 29大学歯学部及び歯科大学の小児歯科学講座
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に対 して,東 日本人震災時の歯科保健医療に関するアン

ケー ト調査を行った。

対象および方法

平成 25118月 から9月 にかけて,全国 29大学歯学部

及び歯科大学の小児歯科学を担当する講座に対して,東
日本大震災と災害時歯科保健医療に関する調査票の記入

を依頼した.調査票は郵送による記名同答とし,回答者

10 貴科は東 日本大震災の被災地での歯科保健医療活動に参カロされましたか

どのような形で参力1さ れたか、下記から選んで下さい (複数回答可)

下記のそれぞれは 参力,さ れた歯科保健医療活動に含まれましたか

振 災関連の話題が多くなつた

砧 科業者などの協力により集めた

含まれた  合まれなかった
「ありJと お答えの方 |ま 下記 0ヽお選●Tさ い (板 禁回答T,

3 東 日本大震災後に保護者等から資料に対 し要望はありましたか (複数回答可)

11貴科診療室において 減災対策は行われていますか

12貴 科は災言発生時の避難場所、避難経路などを小児歯科外来等

13 大規模災害発生に備え、責科は地域の防災副練に参力1し ていますか

o東 日本大震災前から小児歯料 として地域防災訂練などに参力]し ている

13で 「いいえ とお答えの方は今後、小児歯科 として地域防災訓練などに

14 貴科において、東 日本大震災の前から備蓄されていた物品を教えて下さい

d防 災ハザー ドマップ         ロ         ロ

15責科において 東 日本人震災の後に備蓄した (新規もしくは追力1)物 品を

5 東 日本大震災後 貴科に通院する患 F.(未就学児)の発育 口腔内環夏に

医療従従事者からみて変化はありましたか

「ありJと お答えの方は下記よりお選び下さい に 数回答可)

7貴料または貴病院に1ま  災言時の行動指針は定められていますか

東 日本大震災発災時に既存の災言時緊急対応マニュアルは機能 しましたか

8貴科は東 日本人震災の被災地に日腔ケア用品を提ltし ましたか

9被災地に口腔ケア用品を提供 しなかった理由をお教え下さい に 数回答可 )

b被災地への物資輸送が制限されていたため白粛 した

c今後請義する予定がある/検討中           d講 義する予定はな|

(分析項目のみ抜粋)図 1 アンケー ト内容
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は講座の責任者 (教授または医局長)と 定めた。

調査内容は,「1 東日本大震災発生当時の状況に関す

る調査J,「2 東 日本大震災後の患者状況に関する調

査J,「3 東 日本大震災発生後の歯科支援対応に関する

調査J,「4 東 日本大震災以前からの災害対策の体制 と

対策に関する調査J,「5 小児歯科学における災害医療

教育に関する調査Jと した。そして,調査票 (図 1)の

質問項 目のうち以下の項目を分析対象 とした。各項 目に

対 して付加的な回答を求めたものについては複数回答可

とし,必要に応 じて自由記載を求めた。

「1 東日本大震災発生当時の状況に関する調査」

i)東 日本大震災発生当時の診療に対する影響の有無と

その後の診療再開に要 した時間

五)東 日本大震災発生当時の計画停電の影響の有無

「2 東日本大震災後の患者状況に関する調査」

i)東 日本大震災後の患児の変化や動揺に対する保護者

からの相談の有無とその内容

五)東 日本大震災後の保護者からの要望の有無とその内

容

面)医療従事者からみた東日本大震災後の患児の変化や

動揺の有無とその内容

市)医療従事者からみた震災の影響としての患児の回腔

内の変化の有無とその内容

「3 東日本大震災発生後の歯科支援対応に関する調査 J

i)東 日本大震災発生後の被災地への回腔ケア用品の提

供の有無とその方法

五)東日本大震災発生後の歯科保健医療活動参加の有無

とその方法

「4 東日本大震災嚇 からの嬢 対策の体場tと性策に弧

する調査J

i)東日本大震災以前からの災害時行動指針 (マ ニュア

ル)策定の有無とその効果

五)東日本大震災以前からの減災対策の有無と今後の方

針

Ш)小児歯科 としての避難場所・経路の周知の有無とそ

の方法

iv)小 児歯 llと しての地域防災訓練への参加の有無

後の方針

レ △

「5 小児歯科学における災害医療教育に関する調査」

それぞれについて集計し「束日本大震災当時の診療に

対する影響の有無Jご とにχ
]検

定を行ったし続計分析

には IBM sPss stausics 19(lBM cO,NY,USA)を 用

い 危険率 5%未満を有意水準 として採用 したc

なお,本研究は神奈川歯科大学研究倫理審茶委 員会の

承認 (第 230号 )を 受けて実施 されたら

全国 2,1■ 三「・ 1  1,F  ■   1 _ ‐ ‐

歯科学請二= lj二 [「      ,  _
%■

「1 東 E本大It三 J― =:「   _:    ・  二

る結果

25言誌|||IF  ll JI I  _ヽ       ~         1  ~

に対する景′■■■ -1 ■      l  f二
「東 日本大震 ,l J:〒 1-「 :       : 二

した 1表 1● I三こ 二● : _  ‐_ .1:
は,Jヒ ロ本lLメ_fi j= 二    ―_  ― 1  1

がみら,し た= そ 1 1l fF― ■
=「

 : ‐  _  1
以内が 3講 座 1三 百   ´■       1
座,そ れ以上が |=lri       _ i l
無Jと 「東日本大震災の診療

=
係を分析 したところ,有意を

0007) (ラミ2)。
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ニ
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一
一
一
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一
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一
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結果

「東 日本大震 ,t後
「

詈 三 l_ i:「  1
からの十日談の有J「 _ 1・■ r二  _「
と答えたが,「 東日本 t員  ヽi ・ 1「

表 1 東 日本i■ ti : =1-「

診療への

X晨ヽ家

合 計

表 2 計画停電の影響の有無と診療

(p=0007)
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診療への

影響の

有無

なし 講座数

%  (92

講座数

%  (41

講座数    17
%  (680%)

合計

ｌ

ｌ

ｌ

ｌ

ｌ

、

|



表 3 保護者か らの相談の有無 と診療への影響の有無の関係

(p=0238'

保護者の相談の有 ll

合計

な し あ り
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表 5 医療従事者からみた忠児の変化 動揺有無と診療への影

響の有無の関係 (p=0319'

患児変化 動揺の有無
合計

な し あ り

診療への

影響の

有無

なし 講座数    12
%  (923%)

1         13

(77%) (1000%,
診療への

影響の

有■l

なし 講座数    10    3    13
%  (769%) 1231%'(1()00%)

あり 講座数    9
%  (750%)

312
(25.0 9t, ) ( 1 oo.o 9i, )

あり 講座数    7
%  1583%)

5        12

(417%) (1000%)

表 4 保護者 か らの要望 の有 llと 診療へ の影響 の有無 の関係

(p=0891)

保護者の要望の有無
合計

な し あ り

講座数    17    8    25
%  1680%,) (320%)'(1000%'

表 6 被災地への口腔ケア用品提供有無と診療への影響の有無

の関係 (p=0141)

口性ケ了鳳品提供の有無
合計

な し あ り

講座数

%
4         25

(160%) 11000%)

一̈一一日本
ロ

診療への

影響の

有無

なし 講座数    9
%  (692%)

4         13

(30 8rl l (1000%)

診療への なし

影響の

講座数    7
%  (538%)

6         13

(462%) (1000%)

有無
あり 講座数    8

%  (667%)
1t2

133.39n) (100.094 )

あり 講座数    3
%  (250%)

9       12

1750%)11000%'

講座数    17
%  (680%)

u25
(32.091,) (too.o%)

との間に有意な関係 は認め られなかった (p=0238)

(表 3).具 体的な相談内容 として 「音や振動に敏感に

なったJや 「 Hえ ることが多 くなった」という回答が 3

害1の 講座から挙げられたr

「東 日本大震災後の保護者からの要望の有無Jに つい

ては,8講座 (32%)が ありと答えた.具体的な要望内

容 としては,「病院館内で震災情報を流 してほしいJが

大半であったcな かには「エックス線撮影を行いたくな

い」との要望や相談もあった。「東 日本大震災の診療に

対する影響の有無」と「東日本大震災後の保護者からの

要望の有無」との間に有意な関係は認められなかった

(p=0891)(表 4).

「医療従事者からみた東 日本大震災後の患児の変化や

動揺の有無Jに ついては,8講座 (32%)が あ りと答え

たが,「東 日本大震災の診療に対する影響の有無Jと の

間に有意 な関係 は認め られなかった (p=o319)(表

5'.具 体的には,「震災関連の話題が多 くなったJが 5

講座か ら挙げられ,「 母子分訂たがで きな くなった」や

「甘えることが多 くなった」という回答も挙げられた.

「医療従事者かしみた東 日本人震災の影響 としての患

児の日腔内の変化の有無」については,25講靡中,1講

座のみが「変化あ りJと 答えた.具体的には,「首呂倉虫が

講座数    10    15    25
%   1400%) 160 0tD I (1000%)|

増えた」や「咬爪1手 が1曽 えたJ,「卒乳が遅れた」という

Fnl答が挙げられた。

「3 東日本大震災発生後の歯科支援対応に関する調査J

に関する結果

「東日本大震災における被災地への回腔ケア用品の提

供の有無Jに ついては,15講座 (60%'が 「提供ありJ

と答えたが,「束日本大震災の診療に対する影響の有無」

との間に有意な関係は認められなかった (p=0141)

(表 6).具 体的な提供方法として,「避難所で手渡 しし

たJの が 7講座,「歯科関係団体を通して送ったJの が

H講□
`、

「ボランテイア団体を通して送ったJの が 3講

座であった。提供した日腔ケア用品の確保の方法として

は,「院内で声を掛けて集めたJの が 3講座 「歯科業者

などの協力によつて集めた」のが 8講 11で あったc被災

地に提供した国腔ケア用品で一番多かったのが子ども用

歯ブラシであつた (図 2)。 また,提供しなかつた講]`

はその理由として「被災地への物資輸送が制限されてい

たため自粛したJや 「提供したかったが提供する方法が

分からなかった」と回答していた。なお,現状の物資の

備蓄については,懐中電灯は半数の講座が備蓄している

ものの,日腔ケア用品は,備蓄済みあるいは備蓄予定あ

合計

合 計

合 計
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子ども用

歯ブラシ 14

子ども用
歯磨剤 6

図 2

大人用

歯ブラシ フ

提供 した国腔ケア用品 11位 5品 H
請座

(複 数回答)申 位

義歯清掃指導 5

表 7 歯科保健医療l■ 動参加の有無と診療への影響の有無の関

係 (p=0144)

歯千「支援1占動参加の有無

な し あ り

合計

診療への

影響の

有無

なし 講座数   11     2    13
%   1846(ち

' (154%) (1000%)
あり 講座数    7    5

%  (583%) (417%)
12

11000%)

教育者への
ブラッシング指導 3

仕上げ磨き指導 3

歯肉炎処置 4

合計 講座数    18    7    25
%  (720%) (28()(ち 1 1100o%)

表 8 1ヽ 児歯科としての減災力I策 の有無と診療への影響の有無

の関係 (p=0566)

減災対策の有無
合計

なし  あり  無回答

診療への

影響の

治無
あり 講li7数    8   4   0    12

%  (667%)(333%) 100%'(loo o%|

講14数   15   9   1    25
%  1600%'(360%) 140%|(1000%)

く訂[れ た場所のため,患者の避難には不適当であったJ

と|1答 していた。

「東日本大震災以前からの減災対策の有無」について

は,9講座 (36%,が「対策あ りJと 答えたが,「東 日

本大震災の診療に対する影響の有無Jと の有意な関係は

認められなかった (p=o566)(■ 8).ま た,東 日本大

震災以自iに対策がなされていなかった講座のうち.「東

日本大震災を機に始めた」のは5講座,「行う予定があ

るJの は5講座,「行う予定がない」のは 51■・座であっ

た.

「小児歯科としてのiEi難 場所・経路の周知の有無Jに
ついては,10講座 (40%)が ありと答えた。「避難場所
。経路の周知1あ り」と同答した講座の 7害Jがポスター掲

示によって周知していた。「東日本大震災の診療に対す

る影響の有無Jと 「小児歯科としての避難場所・経路の

周知の有無Jの間に有意な関係は認めいれなかった (p

=0870)(表 9).

「小児歯科としての地域防災訓練への参加の有無Jに
ついては,9講座 (36%)が 「東日本大震災以前からあ

り」と答えたが,「東日本大震災の診療に対する影響の

有無」との間に有意な関係は認められなかった (p=

0790)(表 10)cま た,東 日本大震災以前に参加がな

なし 講座数    7   5   1    13
%  (538%)(385%) 177%)110()0%)

大 人へ の   ｀ |

ブラッシング指導 5
子どもへの
ブラッシング指導 6

(複 数回答,申 位 請図 3 行った歯科保健医療活動の内容

座

りが 5講座,備蓄予定なしが 20講座であったc

「東日本人震災における歯科保健医療活動参加の有無J

については,7講座 (28%)が ありと答えたc具体的な

参加方法としては,「外部機関の派i置要請に基づいて参

加したJのが 4講座,「所属大学の派遣要請に基づいて

参加した」のが 4講座であり,そ の活動内容は、ブラッ

シング指導や義歯清掃指導が大半であった (図 3)。 「東

日本大震災における歯科保健医療活動参加の有無Jと

「東日本人震災の診療に対する影響の有無Jと の間に有

意な関係は認められなかった (p=0144)(表 7)。

「4 東日本大震災以前からの災害対策の体制と対策に関

する調査Jに 関する結果

「東日本人震災以前からの災害時行動指針 (マ ニュア

ル)策定の有無」については,20講座 (80%)が あ り

と答えた.定められていると回答した 20講座は,実際

の効果について,1講座が「機能したJ,5講座が「概ね

機能したJ.5講座が「あまり機能しなかったJ l講座

が「全く機能しなかったJ,8講座が「東日本大震災の

影響がなく不使用Jであった。また 機能しなかった講

座はその理由として,「あまりに被害が大きく,全ての

トラブルに対応できるマニュアルではなかった」,「原発

事故の影響については全く無防備で,そ の影響は事前に

検討できなかった」,「大規模災害時の指定す壁難場所が遠

合計

Ｉ

Ｌ
口
■
■
■
■



表 9 小児歯科としてのlFi難経路周知の有無と診療への影響の
有無の関係 (p=0870'

避難経路周知の有無

あ り

合計
な し
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過去の報告より,災害発生時に外傷や炎症などの歯科保

健医療のニーズが増加す ることが明 喝かになってい

る・ cす なわち,平時以上のニースに対 して十時以 ドの

体制で対応 しなければなしない。

また,大規模災害時の災害時要援護者 (高齢者,障害

者,乳幼児,妊婦,傷病者,日 本語が不 自由な外国人)

は急激な環境の変化や非 日常的な体験によるストレス
,

避難生活の長期化から,基礎疾患を増悪させることが多

く,劣悪な日腔内環境による誤哄性肺炎のリスクを抱え

ることになる'。 それに対 して,組織的な口腔ケアの実

施が誤嘩性肺炎による震災関連死を軽減 させた報告や
,

日腔内環境の改善が避難所におけるインフルエンザ等の

感染症の蔓延を防ぐ一助になったとの報 1午 があり
に,大

規模災害H寺の歯科保健医療支援の重要性が認識されてき

ている'Hい .こ のように,困 難かつ不可避な問題であ

る大規模災害時の歯科保健医療支援について,我 々は今

回小児歯科という立場から貴重な情報を得ることができ

た.

1 東日本大震災時の診療に対する影響

被害が大きかった東北地方の大学は,通常診療再開ま

で約 1か月前後の時間を要 していた.そ の他の北 日本地

方や関東地方に位置する大学 も約 1週間程度を要 してい

ることから、東日本大震災の被害が広範囲に及んでいた

ことを表 している。長期にわたる診療に対する影響は
,

インフラ設備の寸 ll‐ ,建物の損傷.交通網の混乱、燃料

不足,電力不足,人 員不足などが原因であると考えられ

た.本学附属病院小児歯科も,計画停電の影響で診療時

間帯を変更するなどの対応に追われた.所在市との調整

の中では,歯科病院は緊急性が低いとの理由から計画停

電指定除外を受けるまでに「]数 を要 した.そ のため,非
常用電源を使用 しながら急患対応に当たらざるを得ない

状況であった。大規模災害時に災害時歯科拠点病院とし

て我々大学付属病院が地域医療を補完する機能を持つこ

とが重要であると考えられる日
“≒

2 患者状況とその要望

患児の保護者からは病院館内において震災関連情報の

提供を求める声が多かったものの,一方で,連 日報道さ

れる津波や倒壊 した市街地の映像が子どもにとって衝撃

的であることもまた事実であり.映像を流 してはしくな

いとの意見も開かれたcこ のことから災害時の患者・職

員への情報提供の手段はもちろんのこと「 、その制限の

方法も検討課題であると考えられた。具体的には緊急地

震速報の一斉全館放送、地震を感 じた場合すぐに全館放

i差 をラジオに切 り替えるなどの対策が考えられる.職員

もまた患児や保護者等に冷静沈着に避難を指示・誘導で

診療への

影響の

有無

なし 講座数    8    5
%  (615%'  138 5tD)

あ り

13

(1000%,

講座数    7
%  (583%)

12

1loo o%|

5

(417%)

合計 講座数    15
%  (600%)

25

(1000%,

10

1400%)

表 10 小児歯科 としての地域防災訓練への参カロの有無 と診療
への影響の有無の関係

`p=0790)
地域防災訓練参加の有無

合 計
あ りな し

診療への

影響の

有無

なし 講座数    8
%  1615%'

5         13

1385%)(100o%,

あ り 講座数    8    4
%  (667%' (333%)

t2
t t o0.o y'" )

合計 講‖

`数

   15
%  1640%,

10         25

(360%) (100o%)

かった講座のうち,参加 予定があるのは 6講座 (う ち
,

1講座は震災以降に参加あり)であったc

「5 小児歯科学における災害医療教育に関する調査Jに
関する結果

25講座中、既に実施 しているのは 2講座 (8%),実
施予定あ りは 7講座であった。その内容 として,「検討

すべ き重要課題だが,具体化されていない」「現地での

経験や講義の経験がないので,講義資料の案を作成して

ほしいJと いう意見が挙げられたっ

考   察

大規模災害 H寺の保健医療支援体制としては,被災した

人々の救助や支援 とともに,避難生活を送る地域住民に

対する健康管理や疾病予防が重要な課題として挙げられ

る い`日.し か し,歯科における保健医療支援体制の整

備はなかなか進んでいないのが現状である日
c

厚生労 lll」 省が実施 した平成 23年患者調査の結果をも

とに集計すると,1日 に歯科診療所を訪れる外来患者数

|ま 136万人であり,そ のうち急性歯科疾患によって来院
十る患者数は約半数の 70万 人である.大規模災害時 ,

二寺の歯科保 iAI医 療支援体制は少なからずダメージを受
二
 I堤能障害を起こすことが容易に想像できる。一方で

―
ニ
ュ

-1
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きるように平時より訓練 してお くことが必要である.ま

た原子力発電所事故による放射線被曝に対する懸念か

ら.エ ックス線撮影の必要性に関する問い合わせが本学

附属病院小児歯科においても他大学付属病院小児歯科 司

様,相次いだc我々歯科医師はエックス線撮影の安全性

とその必要性をしっか りと保護者に説明していくことを

徹底 していかなければならないこ

3 災害対策 。対応

5等言ヽ 策 こヽヽ しては,多 くら矢羊Jゝ 薔ヽ歯ヽ 学肩部権で幅

らかの取 り組みが行われていることがわかった。 しか

し,人員や資金の不足などにより,思 うように進まない

というケースもあり 小児歯科学講座単独としての対応

には限界があるため,大学全体で災害対策に取 り組んで

いくことが必要と考えた。まずは,棚の固定や避難経路

の確保などの基本的な対策・対応から始めることが重要

である.ま た「患者を避難させたが,指定避難所までの

距離が遠かったため近隣駐車場を借 りて避難 したJと の

回答も得た.現存する災害時行動指針 (マ ニュアル)を

再度検討 し、より現実的かつ実践的なものに変更してい

くことが重要である。さらには電源喪失,パ ソコンなど

の記録媒体の破壊 損傷による患者データの流失や損失

を防ぐためにも, データのバックアップを徹底すべきで

ある。

4 被災地への支援体制

今回の結果から,被災地へ日腔ケア用品を提供 した大

学小児歯科学講座は 60%であ り,「東日本大震災の診療
への影響の有無Jに よる差が認め弓れなかったことから

も,直接の被災に関係なく多 くの大学小児歯科学講座が

その支援にあたったことがわかった。 しか しなが ら
,

「提供の方法がわからなかった」との回答 もあ り,そ の

対応と判断が大学小児歯科ギ:講座ごとに委ねられていた

と考えられた.そ こで全ての大学小児歯科学講座に共通

した災害時歯科保健医療支援指針の策定が急務であると

考えた。また避難所に届いた歯ブラシが一日で使い切る

タイプのものであったため消耗が激 しくす ぐに使いもの

にならなくなったとの事例もあり,小児に適 した歯ブラ

シの支援が必要であると考えられた'c図 4は 災害発生

時の小児歯科保健医療支援に関するチャー トの案であ

る.災害発生 と同時に被災地自治体対策本部,保健所 ,

地域歯科医療機関より被災地域の大学歯学部及び歯科大

学に対 し歯科保健医療支援要請が入る,そ の中で小児歯

科が特化して支援出来る条件を抽出しその内容を被災地

域・被災近隣大学の小児歯科学講座が日本小児歯科学会

内 (案)に設置 した災害対策本部に可及的速やかに連絡

する.日 本小児歯科学会災害対策本剖;(案 )は その抽出

した要支援内容を全国かしアクセスできる特設ホームベ

ージ 11に アップする そ して同様の内容を FAX・ メー

ルにて全国 29大学歯学部及び歯科大学小児歯科学講座

に送信する.こ こまでを発生 (フ ェーズo)か ら72時

間 (フ ェーズ 1)ま でに対処出来る事を目標とする。

次いで全国 29大学歯学部及び歯科大学小児歯科学講

座が,災害対策本部に対 して支援の可否についての返信

を行う。支援が可能な場合は,そ の支援手法が重要であ

る.我 は々た疑支濃,渦接 支■ とヽ したっすなわち )、 ■

派遣,避難所でのにJ粋 ケア指導,応急処置、各種啓蒙活

動など直接被災地で活動する事を前者とし,口絆ケア用

品の支援,義援金による支援、歯科材料・薬品支援,支
援活動のバックアップなどを後者とした。ただし実際に

はこのような調整は非常に困難であるため,支援内容を

総括 し,各大学小児歯科学講座と被災地や日本小児歯科

学会対策本部 (案)と 支援内容を調整するコーデ ィネー

ター (調整役)の 役割が重要であると考えた。具体的に

は日本小児歯科学会や各大学小児歯科学講座に所属する

歯科医師がコーディネーター|,F修 を受け,こ れに当たる

のが理想的であると考えられる.ま た被災地の支援要請

内容を調整する現地コーデ ィネーターには同 じくコー

デ ィネーター研修を受けた保健所歯科医「ll,歯 科衛生十

が当たる事が理想的であるcこ のような調整の元,直接

または間接支援が被災地で行われていくことが迅速な被

災地支援を可能にすると考えられる.東 日本大震災発生

H寺 には保健所の歯科衛生士がコーディネー ト業務を行っ

た地 l・kも あり,平時よリコーデ イネー ト業務を出来る人

材を各々の施設に配置,ま たは各々の施設で代表者がコ

ーディネーター研修を受け災害時に初fl」 対応が出来るよ

う訓練 してお くことが重要であると考えた。このように

連携がスムーズに運ぶためにも平時より行政をはじめ関

係各所と連携を密にしておくことも大切である。また平

時よりお互いの責任者の「顔」を知ってお く事 もi■速な

支援体制の構築には必要不可欠であるJ東 日本人震災小

児医療復興新生事務局では,平成 24年 12月 より被災 3

県 (岩手県,宮城県,福島県)に おける小児地域医療基

盤の復興と地域医療新生のための小児科支援医師の公募

をホームページ上で行っている｀
c

このように,必要とする場所・人員・物品などの最新

情報を災害対策本部のホームページ 11に 随時更新 しアッ

プデー トすることで,全国に新 しい情報を常時発信でき

る。つまり,ニ ーズごとに迅速な要援護者対応が自」能に

なる。大学小児歯科学講座の特性を生かし、地域社会に

貢献するためにもこのようなシステムを構築するべきで

ある。

■
■

■
■

■
■

■
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災害発生から72時間までの流れ (フェーズ0～ 1)

●歯科保健医療支援要請

2内容を確認 報告

褥 夢鵠ρ唸
圃

禽
圃圃

0

発災72時間から1カ月の流れ (フェーズ2以降)

④可否を返信
(直接支援又は間接支
援か示す)

圃
・131

ー

人員の派遣

達難所での

歯科保健医療支援
1口 腔ケア、応急処置など)

被災歯科医療機関の支援
各瑾啓蒙活動

難
畿

鷲

間接支援とは・・・

口腔ケア用品の支援
・義援金による支援
・歯科材料・薬品支援

支援活動のバックアップ
・被災地からの避難

患者の受入れ など

5 イヽ児歯科学における災害医療教育

今回の結果より 7講座が災害医療教育を実施予定で

あつたことから,災害医療教育に対する関心が高まって
いることが示された。卒前に災害医療を学ぶことは,大
規模災害時の役割や対応について意識付けを行うだけで

なく,歯科保健医療の意義を再考する機会になると考え

る。また,歯学部以外に医学部や歯科衛生学部などの多

くの医療系学部・学科が併設している大学であれば,課

程や資格を超えた講義・訓1練 を行うことも有効である.

講義の具体的内容として「大規模災害時の歯科保健医療

支援活動の基礎J,「大規模災害時の歯科医療従事者の役

割J.「大規模災害時における過去の歯科保健医療支援活

動の事″lJ,「一般的救急救命処置実習J.「 トリアージに

関する学習」などがあげられが・ じ

6 今後の課題

図 5は平時ならびに災害時における大学小児歯科学講

■
■
■

コーディネーター

0支 援要請内容の確認
  ＼

(:〕
/

4臨 圃
C支援内容の調整

コ

[`i夕
二

難・

飩 接期 間厳 援の階

く >コ

デイネ タ

図4 災害時小児歯|1保 lit医療支援の構図 1案 ,

「
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|¨■|||1警鵡|1轟|

・口腔清掃指導の平時からの重要性を啓蒙する
・教育者への口腔清掃指導
・口腔機能の育成に関する情報交換
・コ・デンタルとの連携強化
・食育に関する意見交換  など

・災害発生時の対応法の検討
・災害時歯科拠点病院としての機能の保持
・災害時の医科・4ヽ児科との連携
・地域防災訓練への参加
・コーディネーターの育成
・」MATへの歯科の参加  など

図 5 平時ならびに災害時における大学小児歯科の位置イJけ

座の位置イ」けを示 したものである.図 5の グレーの矢印

で示 したように、行政機関,警察・消防,災害時拠点病

院,病院小児科との連携は大学歯学部及び歯科大学付属

病院として必要不可欠である事は周知の事実であり,災
害発生時における連携方法を各機関と調整 しておくべ き

である.平時より歯科の重要性が広 く地域に周知される

ことで,大規模災害時は災害時歯科lll点 病院として我々

大学付属病院が地域医療を補完する機能を持つことが重

要であるい
・ "っ

このような行政機関に対する働きかけや,協定の締結

はこれからの大きな課題であると考える。また自治体の

主催する防災訓練に参加 し,応急救護所に歯科を併設 し

医療救護訓練に参加 し,日 ごろから訓練 してお く事が重

要であるc大学小児歯科学講座としては,医科・小児科

との連携が非常に重要である。避難所巡 可などにおいて

医科・小児科と連携することで子どもや保護者への包括

的な支援が可能になるからである。このことからも関係

各機 関 と平時 よ り関係 を密 に してお くことが求め られ

る111'2●
.

今 1日 |の 東 日本人震災支援活動 において.様 々な支援の

調整 を行 う医療 コーデ ィネー ターの存在が注 目された。

現在.先に挙げた歯科医療 コーデ イネーター育成が盛ん

に行われてお り、その存在をさらに周知|し てい くことも

必要であると考えた。

さいに,東 日本人震災によって災害救助法 に基づ き

DMAT(Disaster McdlcJ Assodation Tcam)指 定医療機

関で編 成 した大規模 災害艮」応 医療 支援 チ ー ム DMAT
や,DMATの 活動 を引 き継 ぎ、超急性期以降の被 災地

域病院・診療所支援や避難所の状況把握 ・改善.在宅患

者 ・避難者の医療 ・健康管理 を行 う日本医師会災害 え療

チームである JMAT(Japan Mcdical Associalon Team)

の活動が社会に認知 されるようになった.｀ 〕
.

東 日本大震災の被災地である福島県いわき市では,富
山県医師会 の派遣要請 を受 けた富 山県保 険 医協 会 の

Ｊ

ゴ



Jヽ lAT l[歯 |1医 師 歯科衛生士が力日わり,医科 と連携 し

t=i:保健医療支援が行われた"rc歯科保健医療支援

ま患■期後の被災地支援・避難所での歯科保健医療支援

■ メインになると考えられるため,JMATの ような組織

、つ参加が効果的であると考える.こ のように様々な職

三が個別に活動することよりも,各分野が連携を密にし
´

=L括
的な支援を行うことが望まれる。 しか し,相手側

1受 け入れる体制が整っていない場合や,歯科医療支援

]ニ ーズが定かでない場合もあ り,医療コーディネータ

ーや歯科医療コーデイネーターの調撃のもと,災害対策

本部 保健所,地域医師会,地域歯科医mi会 ,歯科大

学 歯科診療所 などと協力 してい くことが大切であ

る・ .被災地へ歯科保健医療支援に向かう場合は,食料
‐D燃料など全てを自給自足できる1人態でなければならな

t■ そのためにも,正確な情報を常に得ることができる

環境や体制を作ることが重要であると考える.

また,図 5の 自抜 き矢印で示 したように,保健所・教

育機関・歯科医Fl l会 歯科衛生士会・近隣歯科医院との

平時かいの連携 も,災害に備えるために重要な課題であ

る=勉強会や講演会などをi邑 して保健所や歯科関係者と

,こ 害時歯科保健医療支援に関する内容を検討 しておくこ

とも重要である。また普段 日常行われている国腔清掃指

導や仕 Lげ磨き指導により口腔清掃が習慣化または意識

が1的 11し ていた子どもは、災害発災時に生活状態が激変

したにも関わらず,子 どもの日腔衛生環境が改姜傾向に

なったとの阪神淡路大震災発災当時の報告もあ り
]・

,日

頃からの教育者や保護者・子どもへの日腔衛生指導の重

要性が示唆される.

7 小児歯科からの観点から

小児歯科 としては避難所での食料問題も考えなければ

ならない事案であるc日 持ちするスナック菓子や飲料が

食料支l・ として避難所に届けられるケースも多 く
]｀ ,保

護者は行方不明者の捜索やIL礫の除去等で日中外出して

いるため,子 どもは菓子類を自由に食べ られる環境で

あった。また,狭い避難所で周囲に迷惑を掛けたくない

との思いから,子 どもを泣き止ますために菓子類を与え

た保護者の記録や,そ れに伴って国腔清掃状態が悪化

し,部蝕や歯肉炎の進行が認め 嚇れた との報告 もあ

るⅢ〕小
=Ⅲ 。今回被災 3県 の 1講 座 より卒乳のIFTれ,都

製の増加,咬爪癖の増加が認められたとの回答を得た。

卒乳のiFTれ や咬爪癖の増加は精神的な不安からくるもの

と考えられた。避難所における口腔清掃指導や歯科相

菫た 口腔清掃啓家活動は,こ のような状況の緩和を期待

できると考えられる.日 頃からの教育者や保護者・子ど

tへの日腔衛生指導の重要性が示 唆されている.ま た東
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日本人震災の被災地において歯科保健医療支援 を行った

1講座か らの回答では,PTSDの ような症状や,情緒不

安定な症状 をみせ る了どもがいたとの |口 1答 もあ り,子 ど

もへの精神的なフォロー も
`Zヽ

要であることがわかった。

被災地の子 どもたちの間で,人浴時に波をつ くり人形を

流す「津波 ごっこJ.砂場遊 びの際の「お葬式の焼香

ごっこJ,皆でごろ寝をする「遺体安置所ごっこJな ど

の「災害遊びJが問題になっている。この遊びは子ども

たちが,災害を遊びとして体言化することで,災害その

ものに対 してlilかい合い.恐ろしい体験から立ち直ろう

としている一つの行為であるため,周 りの大人たちはこ

の行為を止めてはならないと言われている・ 。さらに
,

衝撃 的 な場 面 を繰 り返 しなが ら遊 ぶ「Posttraumatic

PlayJは 「災害遊びJよ りも深刻な状態であり、まわり

の大人は子どもに対 して優しくその行為をやめさせる方

向で対応 しなければならないとの意見もあるⅢ.平時よ

り子どもや保護者とのコミュニケーションをとる機会の

多い我々小児歯科の歯科医師や歯科衛生士がこのような

精神的フォローを,心理療法十や臨床心理十などの関係

各所と協力 して行っていくことも検討すべ き課題である

と考えられたc我 々が日々の臨床で行っている子どもた

ちの「口性機能の育成」を災害時に停滞させないために

も、大規模災害時の歯科保健医療支援体制構築に向けた

小児への歯科保健医療支l‐・体制の構築が必要である.

糸吉    言命

1 回答のあった 25大学歯学部小児歯科学講座及び歯

科大学小児歯科学講座中、12講 座 118°■|が
~東

日

本大震災の診療に対する影響があった_と 回答した
=

2「束 日本大震災後の保護者からの要望の有無_に つ

いては,8講座 (32%)が あ 1)と 答えた「 具体的な要

望内容 としては,「病院館内で震災情報を流 してほし

いJ,「 エックス線撮影を行いたくないJであった.

3「医療従事者からみた東日本人震災の影響 としての

患児の国腔内の変化の有無Jに ついて 1ま  25講座中,

1講座のみがあ りと答えたE具体的には 「歯脅倉虫が増

えたJや「l交爪癖が増えた」,「卒子Lが i里 れたJと いう

回答が挙げられた。

4「小児歯科 としての地域防災訓練への参カロの有nIJ

については,9講座 (36%)が 東 日本大震災以前から

参加 していると回答 した.

5 被災地に提供 した日腔ケア用 |∵ lで一番多かったのが

子ども用歯ブラシであった.

6 25講座中,既 に小児歯科学において災害医療教育

を実施 していたのは 2講座 (8%),実 施予定あ りは 7
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講座であった。

今回の調査から,東 日本大震災時の各大学の小児歯科

学講座が行った歯科保健医療支援をi亜 して、各々の講座

が可能な限り被災地支援に携わつていたことがFllら かと

なった。今後予想される新たな大規模災害に備えるため

にも 過去の教訓を活か してい くことが不可欠である。

今回我々が提案 した災害時歯科保健医療支lr_の構図は小

児歯科に特化 して作成したものである。小児歯科という

観点から災害時歯科保健医療を考えたとき,一番重要に

なることは子どもたちの「口1空機能の成育Jを 災害によ

り妨げられないようにすることである.ま た大学小児歯

科 という特性を活かして,将来を担う子どもの健康維持

に歯科医療を通 じて携わることで,地域社会に貢献すべ

きであると考えられる。

本研究は文部科学省私立大学戦略的研究基鮒形成支

援事業 SII渇 004(H24ヽ H26)に より行われた.

調査にご協力いただいた大学歯学部及び歯科大学の

小児歯科学講座.福島県歯卜|≪ 師会 福島県保健福祉

部 いわき市歯科医師会,いわき市市民の皆様 神奈

川歯科大学学長 神奈川歯|1大学大学院横須賀・llH南

地域災害医療歯科学司1究 センター長平田■夫教授,同

センター李昌
‐教授に厚 く御礼申しヒげます.
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A Study of the Oral Care Support System for
Children in Large-Scale Disasters
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The Great East Japan Earthquake. a magnitude 9.0 earthqLrakc

generatecl a series of largc tsurrami waves that struck the east coast

nami rvaves cansed r,,idespread devastation across a large part of
of Japan. The earthcluake and tstt-

northelst Japan. uith more than

18,000 Lives lost. Plesentl-v at least 2600 people remain missin-q. rvhile hundrecls of thousands were

clisplaced tiom theil homes as towns and i,illages wel'e destro,ved or srvept ariav. As a result. many

aspects of public inttastlucture in tl-rat region har,e been impaired bv devastation and loss.

The pr"rrpose of tl-ris stuclr,, was to prepare for der,elopment of a pediatric dental care support system

for use in case of disaster. We sent a questionnaire regaldin-t clental health care aid activitl fbllowing
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Tl-re Great East Japan Earthcluake to all 29 dental nniversities (rublic and plivate) in Japan that have a

Department of Pediatric Dentistr-v.

l. The respor-rse rate \uas 86.0c/c (25 of 29 retumed).

2. Ambulatolv care at l2 pediatric dentistrv departments was atTected b-v The Great East Japan Earth-
quake.

3. Follouin-t the earthqr-rake. about I week rvas required fbr arnbulatory care to return to normal in

the Kanto district. while it krok abor-rt I month in the Tohoku district.
-1. Fifieen pediatric dentistry' depiu'tments scnt dental relief supplies to stricken areas and 7 depart-

ments provided dental care suppo't in those areas.

We belier,e that it is very irnportant lbr clental care plof'essionals to u,olk in coordination with
ntedical and weltare specialists when a disastel occurs. It seenls that even thol{gh all of the pediatlic
dentistly departments did thcir best to support stricken areas. thele \\'as no coml-non support svstern

tbr pediatric dentistry in casc of a disaster. u,hich was problematic. It is irrrportant to der-elop a pedi-

atric dental care support system for disasters. rvhich ale highly likely to occLlf in the futr-rre. The pre-

sent findings can greatly corrtribute to the weltare ol afl'ected conrrnunities and their citizens.

Key words: Dental care support. People requiring assistance duling a disaster, The Great East Japan

Eartl-rqr.rake
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